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抄録: 教員養成課程の科目は、一方的に知識や情報を伝える講義型に陥りやすいと言われている。今こそ、アクティブ・ラー
ニングの視点を取り入れ、授業改善を図っていく必要がある。そこで、教員養成課程の科目と同様の傾向がある「人権教育」
の授業において、講義に加え、協議、演習、文書や視聴覚資料等の学修方法を用いて授業改善を図った。1時間毎の授業に対
する受講生の興味関心の度合いを数値化し、その変容を明らかにすることに取り組んだ。授業の前後の数値を比較すると、
全ての授業において数値が高まり、第1回から第6回へと授業の回数を積み重ねるにつれ、学修に対する興味関心の度合が
上昇していく傾向があると確かめられた。
（別刷請求先 : 神山直子）
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緒言
大学における授業改善を考えるとき、「アクティブ・ラー
ニング（主体的・対話的で深い学び）」の視点は欠かせない。
小・中学校の総合的な学習の時間や各教科等における問題
解決型の学習、各大学等の特色ある取組を踏まえ、将来、
保育士や幼稚園・小学校の教師を目指す学生を対象とする
教員養成科目の授業改善を図ることが必要である。
大学の実践としては、白鳥（2017）の「出席カードの裏面
を活用し、学修の振り返りや感想、教員への質問等を記述
させ、相互に交流し、双方向授業を可能にする展望を切り
拓いた実践」が参考となる。
アクティブ・ラーニングとは
1. 中央教育審議会答申における指摘
中央教育審議会（2012）は、「新たな未来を築くための大学
教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力
を育成する大学へ～（答申）」の用語集において、アクティブ・
ラーニングを次のように定義している。
「教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、
学修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法
の総称。学修者が能動的に学修することによって、認知的、
倫理的、社会的能力、教養、知識、経験を含めた汎用的能力
の育成を図る。発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学
習等が含まれるが、教室内でのグループ・ディスカッショ
ン、ディベート、グループ・ワーク等も有効なアクティブ・
ラーニングの方法である。」
また同答申では、「生涯にわたって学び続ける力、主体的
に考える力を持った人材は、学生からみて受動的な教育の
場では育成することができない。従来のような、知識の
伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通
を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与え
ながら知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発
見し解を見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラーニ
ング）への転換が必要である。すなわち個々の学生の認知
的、倫理的、社会的能力を引き出し、それを鍛えるディス
カッションやディベートといった双方向の講義、演習、
実験、実習や実技等を中心とした授業への転換によって、
学生の主体的な学修を促す質の高い学士課程教育を進め
ることが求められる。学生は主体的な学修の体験を重ね
てこそ、生涯学び続ける力を修得できるのである。」と指摘
している。
白鳥（2017）は、この指摘に対して「従来のいわゆる
『知識の詰め込み型』中心の教育から、学びの意味を学生に
分かりやすく理解させた上で、教員と学生が相互に知性を
高めていく『学生主体型』の学士課程教育に換えていくこ
とが重要であることを示している。」と評している。
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現在の大学で学ぶ学生の多くは、義務教育の時代に、
総合的な学習の時間、各教科等における問題解決型の学習
を経験している。大学においても、能動的な学修を再度経
験させ、生涯にわたって学び続ける資質・能力を定着させ
ることが必要である。これらの資質・能力は、将来の社会
を担う児童等を育成する教育者を志す学生だからこそ、
身に付けなければならない必須の力である。
中央教育審議会（2015）は、「これからの学校教育を担う
教員の資質能力の向上について～学び合い、高め合う教員
育成コミュニティの構築に向けて～（答申）」において、
教員養成に関する改革の具体的な方向性を示している。
同答申には、教職課程の見直しのイメージをとりまとめ
た表があり、そこには「『教科及び教科の指導法に関する
科目』、『教育の基礎的理解に関する科目』、『道徳、総合的な
学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談等に関する
科目』においては、アクティブ・ラーニングの視点等を取り
入れること」という注意書きを明記している。また、学生
が、将来、アクティブ・ラーニングの視点を踏まえた授業を
行う際に必要とされる力の基礎を身に付けられるよう、
大学の教員養成段階における授業改善として次の2点を示
している。
・  アクティブ・ラーニングに関する指導力や適切な評価
方法は、全ての学校種の教員が身に付けるべき能力や
技能であり、教職課程において、これらの育成が適切
に行われるよう、児童生徒の深い理解を伴う学習過程
やそのための各教科の指導法に関する授業等に取り
入れていくことが必要である。
・  また、アクティブ・ラーニングの視点からの教育の充
実のためには、教員養成課程における授業そのもの
を、課題探究的な内容や、学生同士で議論をして深め
合うような内容としていくことも求められる。
2． アクティブ・ラーニングへの転換を求められる教員養
成課程科目
教員養成課程科目に関して、下知（2017）は、「教員養成
課程の科目が講義型であることは、もはやあり得ないとい
うことになるのだろうか。「アクティブ・ラーニング」の視
点を取り入れるとはどういうことなのだろうか（中略）。
現行の科目名で言えば「教育原論」、「教育制度論・教育課程
論」（この両者はかつての「教育学概説」に相当する）、「教職
概論」で、いずれも「知識注入型」と断罪され易い典型的な
講義科目である。」と述べている。
確かに学生は、典型的な講義科目と称される教員養成課
程の科目等に対して、「大学を卒業するために必要だから」、
「希望する職業に就くために資格だけは取得しておきたい」
などの外的な動機を主として、学修に向き合う傾向がある
ことは否めない。
教育の意味や内容、制度や組織、法令や社会情勢等につ
いて学ぶ科目の場合、その対象は広範囲に及ぶ。15週の授
業で、多種多様な内容を網羅し確実に理解させようとする
と、その指導及び学修の方法は、自ずと教員から学生へと
一方的に知識等を伝達する講義形式に陥りがちである。
しかし、現状を追認しているだけでは、授業改善を図る
ことはできない。小林ら（2017）は、「教職論」の授業におい
て、ワークシートの活用、ペア学習・グループ学習の設定等
によりアクティブ・ラーニングを導入し、学習意欲の向上
と学習内容の確実な定着を図り、一定の成果をあげたこと
を明らかにしている。
教材や指導の内容・方法に工夫を加え、学生が自ら
「学ぶ価値がある、もっと知りたい、分かりたい」、「学修を
通して自分は成長している」といった実感を味わい、真に
生きて働く力を身に付けられるような学修を構築しなけれ
ばならない。
必修教科「人権教育」における授業改善の取組
筆者は、本学において平成29年度前期の学生にとって
必修の「人権教育」（2時限分）を担当する機会を得た。以下
のとおり「人権教育」の教科の特性を踏まえ、授業改善のた
めの取組を進めていった。
基本的人権とは、私たちが生まれながらに持っている権
利である。日本国憲法の第11条には「国民はすべての基本
的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する
基本的人権は侵すことのできない永久の権利として現在及
び将来の国民に与えられる。」と明記されている。この権
利があるからこそ、私たちは自由に生き、安心して暮らす
ことができる。
1947（昭和22）年に日本国憲法が施行されて以来、現在
の人権教育を定義する法律の制定は、2000（平成12）年の
「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」となる。この
法律の第2条が人権教育を規定するものであり、「人権教育
とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動」である
と示されている。
人権教育は全ての教育活動を支える根源的な営みである
ことから、教育に関連する都道府県、区市町村、学校等の
教育目標や基本方針の冒頭に、人権教育が位置付けられる
ことが多くある。例えば、東京都教育委員会（2014）は、教育
目標を達成するための基本方針の第1に「人権尊重の精神」
と「社会貢献の精神」を掲げ、「全ての大人、子供たちが、
人権尊重の理念を正しく理解する」と記している。
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また、文部科学省が設置した人権教育の指導方法等に関
する調査研究会議（2008）が発表した「人権教育の指導方法
等の在り方について［第三次とりまとめ］」には、「人権尊重
の理念」について、「学校教育において指導の充実が求めら
れる人権感覚等の側面に焦点を当てて児童生徒にも分かり
やすい言葉で表現するならば、［自分の大切さとともに他の
人の大切さを認めること］であるということがきる。」と記
している。
人権教育とは、「自分の大切さと他の人の大切さを認め
ることができる子供を育てること」と言い換えることがで
きる。子供たちに「自分の大切さ」を気付かせる場面、子供
たちが「他の人の大切さ」を認める場面が、学校の各教科の
学習や日常の教育活動に多種多様に存在している。
さらに、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」の
第7条に基づき策定された「人権教育・啓発に関する基本
計画」（2002策定、2011変更）の「3 人権にかかわりの深い
特定の職業に従事する者に対する研修等」の中に次のよう
な記述がある。
「人権教育・啓発の推進に当たっては、人権にかかわりの
深い特定の職業に従事する者に対する研修等の取組が不可
欠である。国連10年国内行動計画においては、人権にかか
わりの深い特定の職業に従事する者として、検察職員、
矯正施設・更生保護関係職員等、入国管理関係職員、教員・
社会教育関係職員、医療関係者、福祉関係職員、海上保安官、
労働行政関係職員、消防職員、警察職員、自衛官、公務員、
マスメディア関係者の13の業種に従事する者を掲げ、これ
らの者に対する研修等における人権教育・啓発の充実に努
めるものとしている。」
また、人権教育を推進するに当たっては、「普遍的な視点
からの取組」と「個別的な視点からの取組」を児童・生徒の
発達段階に応じて、系統的に位置付けることが重要である。
普遍的な視点からの取組とは、法の下の平等、個人の
尊重といった普遍的な視点から人権尊重の理念について指
導することであり、個別的な視点からの取組とは、様々な
人権課題に関わる差別意識の解消を目指す指導である。
個別的な視点からの取組で取り上げる人権課題につい
て、先にあげた国の「人権教育・啓発に関する基本計画」に
おいては、「2 各人権課題に対する取組」の中で「女性、
子供、高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、
HIV感染者・ハンセン病患者等、犯罪被害者やその家族・
インターネットによる人権侵害、北朝鮮よる拉致問題、そ
の他」と位置付けられている。
東京都では、人権施策の基本理念や基本的な考え方を示
す「東京都人権施策推進指針（平成12年策定）」が、平成27年
8月に改訂された。この新たな指針では、東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、国際都市
にふさわしい人権が保障された都市を目指すこととしてい
る。人権を取り巻く状況が、複雑多様化していることを踏ま
え、「女性・子供・高齢者・障害者・同和問題・アイヌの人々・
外国人・HIV感染者・ハンセン病患者等、犯罪被害者やその
家族・インターネットによる人権侵害・北朝鮮よる拉致問
題・災害に伴う人権問題・ハラスメント・性同一性障害者・
性的指向・路上生活者・様々な人権課題」のように新たな
人権課題を位置付けている。
様々な人権課題としてどのような問題が起きているの
か、偏見や差別の現状を知り、偏見や差別がいかに醜いもの
であるか、人を傷付けるものであるか実感させ、偏見や差別
をなくそうとする意欲や態度を育むことが必要である。
近い将来、子供の教育に携わる志を持つ学生が、授業を
通して人権教育に関わる知識や資質・能力を身に付けるこ
とが重要である。
しかし、必修科目として「人権教育」を履修する学生に
とって、その学修内容には、先の「典型的な講義科目」と称
される教員養成課程の科目に通ずる要素が多くある。
よって、人権教育に関わる学修の内容や方法を改善する
取組を通して得られた成果を明らかにし、それらを応用す
ることにより、知識注入型に陥る傾向がある教員養成課程
科目の授業を改善するための手がかりを得ることとした。
本実践においては、「振り返りカード」の作成と活用を通し
て、学生の学修意欲を維持・向上させ、授業の内容や方法を
改善することをねらいとした。
研究対象と方法
1．研究対象
「人権教育」を必修科目とする社会福祉学部保育児童学
科の第1学年の学生（ごく少数、1学年以外の学生を含む）
105名で、科目登録学生は、1時限52名、2時限53名であった。
最終的に分析の対象としたのは、第1回から第6回まで
の授業に全て出席し（対象人数は、1時限：42名、2時限40名）、
かつ、調査用紙の全ての設問に回答している学生（1時限：
37名、2時限37名）の総計74名とした。
2．授業の内容
授業としては、アクティブ・ラーニングの手法を取り入
れ、15週にわたる内容と学修上の工夫を取り入れたシラバ
スを立案した（表1）。
教員養成課程の科目と同様、「人権教育」がいわゆる
「典型的な講義型授業」に陥ることのないよう、講義に加え、
学生同士の協議、演習を取り入れた。また、新聞等の文書
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資料や人権啓発DVD等の視聴覚資料を積極的に活用する
ことにより、主体的に学ぶ意欲や姿勢を高めることをね
らった。
教科書としては、「平成28年版人権教育・啓発白書」を指
定した。本書は、人権教育及び人権啓発の推進に関する法
律に基づく年次報告書であり、政府等が講じた人権教育に
関わる施策がまとめられている。
3．授業改善のための振り返りシートの作成と継続的な活用
人権教育に関わる一連の学修が、学生の主体的に学ぶ意
欲や姿勢を育むものとなるよう、「振り返りシート」（表2）
を作成し、第1回から第6回までの授業において、その活用
を図った。具体的な手順は、①～④のとおりであり、第1回
から第6回まで継続して実施した。
①  授業開始前に振り返りシートを配布・返却する。
②  授業の冒頭で、「4 学修内容や方法に対する自分の考
えや思い、今後取り組んでいきたいことなど（文章で
記述する）」の欄に書き込まれた学生のコメントのう
ち、「クラス全体で共有すべき内容である」と筆者が判
断したものを全体に紹介する（記述内容を全体に紹介
することについて希望しない場合は、その旨を明記す
るよう、事前に全体の場で説明し了解を得ている）。
③  授業の最後の時間帯の5分から10分間を、シートに
記述するための時間として確保する。その後、受講
生全員から「振り返りシート」の提出を求める。
④  授業後、筆者が、受講生のコメントの有無にかかわり
なく、一人一人の学修への取組状況を踏まえ、全受講
生に指導・助言の言葉を朱書きし、上記①の返却に備
える。
4．振り返りシートの活用と分析
人権教育に対する学生の興味・関心の高まりを客観的に
把握するために、学修前と授業終末時の興味関心について
4つの選択肢から選ばせ、数値化（対象となる学生74名の評
価点を合計し、平均値を算出する）した。評価点は、大いに
ある→4点、ある→3点、少しある→2点、あまりない→1点
とし、数値化に当たっては「Microsoft Excel2010」（日本マ
イクロソフト、東京）を用いた。
表1．授業内容及び学修上の工夫
回 授業内容 学修上の工夫
1 ＜科目ガイダンス＞「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」について
理解を深める
・全員に発言の機会を保障
・ 北朝鮮による拉致問題に関わる 
視聴覚教材の活用
2 ＜人権教育の基礎＞日本国憲法における基本的人権について理解を深める ・新聞記事を教材として活用
・グループ協議の機会を設定
3 ＜人権教育の基礎＞人権一般の普遍的な視点からの取組について① ・新聞記事を教材として活用
・グループ協議の機会を設定
4 ＜人権教育の基礎＞人権一般の普遍的な視点からの取組について② ・視聴覚教材の活用
・グループ協議の機会を設定
5 ＜人権教育の基礎＞人権一般の普遍的な視点からの取組について③ 
後半のグループ活動に向けて取り組みたい人権課題の希望調査を実施
・グループ毎にテーマを設定
・キーワードで協議内容を発表
・人権課題の希望を調査
6 ＜人権教育の課題設定＞選択した人権課題毎にグループを作る。課題追究
の方向性を確認し、役割を分担
・事例演習の実施と自己採点
・人権課題別のグループを編制
7
8
＜人権教育の課題追究＞グループによるプレゼンテーション準備①・② ・役割分担に基づき、発表に向けた準備
9
～
14
＜人権教育の課題解決＞グループによるプレゼンテーション①～⑥　
※ 選択された人権課題（○数字は、②クラスで、課題に取り組んだグループ
数）女性②、子供⑤、高齢者①、障害者③、同和問題②、外国人①、HIV感染
者等①、刑を終えて出所した人④、インターネットによる人権侵害⑤、
性同一性障害者③、東日本大震災①
・ 1グループの持ち時間は20分（発表・
質疑・全体協議を含む）
・ 司会進行、記録等は、前回発表を終え
たグループが担当
15 ＜まとめ＞
これまでに取り上げなかった人権課題（アイヌの人々、犯罪被害者やその家
族）について補足
・ 学んだことを、今後の生活にどのよう
に生かすか文章化
（注）第1回から第6回までの授業が、本稿の対象となる授業である。
86 87
教員養成課程科目の授業改善に関わる考察
結果
1．振り返りシートの分析結果
学修前と授業終末時の評価点を比較すると、第 1回
3.11→3.65、第2回3.54→3.76、第3回3.72→3.92、第4回
3.64→4.04、第5回3.95→4.05、第6回3.74→3.84であっ
た（図1）。いずれの授業においても、授業の前後を比較す
ると、興味関心が高まっていた。
考察
学生が、将来、社会に貢献する存在として、自立した生活
を送るためには、大学での一人一人の学びが、実生活に
おいて真に生きて働くものでなくてはならない。中でも、
将来、保育士や幼稚園・小学校の教師を目指す学生は、日々
刻々と変わっていく社会情勢や、教育の在り方についての
情報を自ら求め、自己研鑽を積み重ねる意欲や姿勢を身に
付ける必要がある。
平成29年度の春期に開講した人権教育の授業において
は、従来型の一方的な講義スタイルの授業に陥ることのな
いよう工夫を行った。第1回から第6回まで、授業を積み
重ねるにつれ、受講生の人権教育に対する興味関心の度合
いが上昇傾向にあると読み取れる。本稿では、対照群を設
けなかったため、確定的に判断することはできないが、
アクティブ・ラーニングの導入により、学修への意欲を高
める可能性について確かめることができた。
表2．平成29年度「人権教育」振り返りシ トー
第○回　○月○○日
1　学修前の人権教育に対する興味・関心（ひとつに○を付ける）
　①大いにある　　　　　②ある　　　　　③少しある　　　　　④あまりない
2　授業における効果的な学修方法（当てはまるもの全てに○を付ける）
　①講義　　　②協議　　　③演習等　　　④文書資料　　　⑤視聴覚資料
　⑥その他（具体的記述する：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
3　授業終末の人権教育に対する興味・関心（ひとつに○を付ける）
　①大いにある　　　　②ある　　　　③少しある　　　　④あまりない
4　学修内容や方法に対する自分の考えや思い、今後取り組んでいきたいことなど
　（文章で記述する）
※キーワード：
※4に記述された内容を全体で共有する意義について学生に指導し、公開不可の記述があった
場合は、当該学生の意思を尊重している。
図1．受講生の興味関心の変化
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また、授業前後の数値の変化は、全てプラスになってい
る。さらに具体的に数値を検討すると、第1回は0.54、第2回
が0.22、第3回は0.20、第4回が0.40、第5回・第6回が0.10
上昇していた。特に、第1回と第4回が、他に比べて高い数
値を示していた。表1に示すように、第1回と第4回の学修
の共通点として、「視聴覚教材の活用」があげられる。協議、
演習、教科書以外の文書資料に加えて視聴覚資料等を取り
入れることが、学修に対する学生の意欲や姿勢を高める上
で有効であると示唆される。
今後の課題としては、対照群を設けた実践的な研究を通
して、アクティブ・ラーニングの成果をより明確にしてい
くことがあげられる。また、協議、演習等に加え、実習や
実技等を織り込んだシラバスを立案し、実践するなどの取
組みも進めていきたい。
結論
学修すべき内容が広範囲に及び、多くの知識や情報等を
身に付けることが必要であったとしても、指導者は、その
全ての知識や情報を伝えようとするのではなく、学修者の
主体性を引き出すために、以下のような方策を講じること
が重要である。
（1） 学修者同士の協議・演習等が十分に行えるような時
間や場所等、学修環境を整備する。
（2） 学修者の実態に応じた、文書や視聴覚資料等を提供
する。
（3） 学修者自身が、自己の興味関心に応じた資料等を検
索できるようになるための方策を示す。
（4） 学修者の可能性を信じ、授業中の声かけや文書上の
コメントのやりとりなどを通して、一人一人の学生
に丁寧に関わり続ける。
今こそ、アクティブ･ラーニングの視点を踏まえ、大学
における授業の在り方､学生の学修の方法や内容を、根本
から見直す絶好の機会が到来していると捉えたい。
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Abstract : It is said that the subject of the teacher training course is easy to fall into a lecture type to introduce knowledge 
and information into one-sidedly.  I adopt a viewpoint of the active learning, and it is necessary to plan class improvement 
now.  Therefore, in a class of the human rights education with the tendency like the subject of the teacher training course, 
I planned class improvement.  The concrete method was to utilize discussion, practice, inflection of the seeing and hearing 
document in addition to a lecture.  I digitized the degree of the interest in one-hour class of the students attending a lecture. 
I examined the numerical change of classes from the first to the sixth.  Numerical value increased in all classes when I 
compared the numerical value before and after the class every one hour.  The interest of the students in my class increased 
as I repeated a class from the first to the sixth.  I will push forward various policies in future.  Specifically, I include 
maintenance of the learning environment, the offer of the document, the suggestion of the learning method, the careful 
pressure for the students.
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